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平
成
29
年
度
は
、「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」に
基
づ
き
、
自
治
体
の
シ
ン
ク

タ
ン
ク
機
能
を
持
た
せ
た
大
学
連
携
セ
ン
タ
ー
を
設
立
し
、
大
学
連
携
機
能
を
強
化
し
た
ほ
か
、

お
試
し
サ
テ
ラ
イ
ト
オ
フ
ィ
ス
の
整
備
な
ど
、
起
業
家
や
若
い
世
代
が
活
躍
す
る
場
の
創
出
を

進
め
ま
し
た
。
ま
た
、
宮
城
県
で
開
催
さ
れ
た
第
11
回
全
国
和
牛
能
力
共
進
会
で
は
、
飛
驒
高

山
高
校
が
高
校
の
部
で
最
優
秀
賞
を
獲
得
し
た
ほ
か
、
２
月
に
開
催
さ
れ
た
第
67
回
全
国
高
等

学
校
ス
キ
ー
大
会
で
は
、
選
手
だ
け
で
な
く
大
会
運
営
に
も
地
元
の
高
校
生
が
参
加
す
る
な
ど
、

若
者
が
主
役
の
年
と
な
り
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、「
高
山
祭
の
屋
台
行
事
」が
ユ
ネ
ス
コ
無
形
文
化
遺
産
に
登
録
さ
れ
た
こ
と
を
記
念

し
、「
高
山
祭
屋
台
の
総
曳
き
揃
え
」が
行
わ
れ
た
ほ
か
、
高
山
駅
東
西
口
駅
前
広
場
や
久
々
野

多
目
的
セ
ン
タ
ー
「
虹
流
館
く
ぐ
の
」、
国
府
児
童
館「
な
つ
め
っ
こ
」の
供
用
開
始
、
小
学
校
英

語
教
育
の
推
進
や
健
康
診
査
の
対
象
年
齢
引
き
下
げ
な
ど
、
活
力
と
や
さ
し
さ
が
あ
る
れ
る
ま

ち
づ
く
り
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
決
算
は
、
歳
出
は
４
６
４
億
７
，１
６
３
万
円
で
翌
年
度
へ
の
繰
越
財
源
を
除

い
た
実
質
収
支
は
12
億
２
，３
６
０
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

決
算
報
告

　

平
成
29
年
度
の
各
会
計
の
決
算
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
の
で
今
号
で

は
そ
の
概
要
を
紹
介
し
ま
す
。

市が自らの手で徴収、または収納できる財源のこと。
市税、使用料、手数料、寄附金などがあります。
収入にあたって国や県の関与を受ける財源のこと。
地方交付税、国庫支出金、県支出金などがあります。
地方公共団体が等しく合理的かつ妥当な水準で事務
を遂行し、財産を管理することができるように、市
の財政力に応じて国が交付するお金のこと。
市がする借金のこと。

自 主 財 源

依 存 財 源

地方交付税

市 債

財政の用語topic☝

平成29年度

第 11回全国和牛能力共進会出品への奨励第 11回全国和牛能力共進会出品への奨励 国府児童館「なつめっこ」の移転オープン国府児童館「なつめっこ」の移転オープン 飛驒高山お試しサテライトオフィス飛驒高山お試しサテライトオフィス

歳入（入ったお金）と歳出（使ったお金）の内訳【一般会計】

固定資産税
65億5,221万円
48.1%

市民税
50億4,786万円
37.1%

歳入合計
485億9,405万円

　都市計画税 
8億9,479万円
6.6%

　市たばこ税 
5億8,968万円
4.3%

　軽自動車税 
2億9,112万円
2.1%
入湯税 　

2億3,845万円
1.8%

　　　特別土地保有税
11万円
0.0%

自自依依

存存

財財
源源

主主

財財

源源

市税
136億1,422万円
28.0%

繰入金
26億7,500万円
5.5%

諸収入
22億9,191万円
4.7%

繰越金
19億4,494万円
4.0%その他

18億3,263万円
3.8%

地方交付税
135億6,404万円
27.9%

国庫支出金
50億580万円
10.3%

県支出金
29億7,884万円
6.1%

市債
20億6,990万円
4.3%

地方消費税交付金
16億5,430万円
3.4%

その他
9億6,248万円
2.0%

歳出合計
464億7,164万円
歳出合計

464億7,163万円

議会費
3億1,081万円
0.7%

総務費
73億5,767万円
15.8%

総務費
73億5,767万円
15.8%

民生費
128億9,613万円
27.7%

民生費
128億9,613万円
27.7%

衛生費
25億4,470万円
5.5%

農林水産業費
24億4,462万円
5.3%

商工費
27億7,071万円
6.0%

土木費
74億1,930万円
16.0%

消防費
16億9,271万円
3.6%

教育費
41億7,692万円
9.0%

公債費
46億2,770万円
9.9%

災害復旧費
2億3,037万円
0.5%

※（　）は平成28年度決算

歳入■485億9,405万円（493億6,585万円）
歳出■464億7,163万円（464億2,092万円）


